
○富山県内の日本語教室一覧（全15教室）　（Ｒ元．８現在）

教師 ボラ 計

市町村等 富山市民国際交流協会 ― 13 13 211名
入門～日本語検定受検など、クラス分け。

各クラス週１～２回程度実施。

トヤマ・ヤポニカ 11 ― 11 出張形式により実施 企業等の要望に応じて、講師派遣。

学習日本語支援・ＣｉＣ勉強お助け隊 ― 10 10 10名程度 週１回（毎週日曜日）

とやまガイドクラブ　日本語教室 ― 7 7 15～20名 週１回（毎週土曜日）

日本語教師会　ゆうゆう 6 20 26 20名程度 個人レッスン形式

スマイルベア―日本語教室＆コミュニティ― ― 2 2 10名 月２回（第２、第４土曜日）

市町村等 ふれあい日本語教室たかおか（高岡市） ― 15 15 10名 月１回（第３日曜日）

Ａｕｌａ　ｄｅ　Ｊａｐｏｎｅｓ 2 ― 2 10名程度 平日夜（実施頻度：不明）

日本語ボランティア　ひまわり 6 ― 6 35名 個人レッスン形式

前川　衛 2 ― 2 25名 個人レッスン形式

射水市 民間その他 ワイワイにほんご・たいこうやま ― 10 10 15名
月２回（第２、第４土曜日）

入門クラスと活動クラスに分かれて実施

魚津市 市町村等 魚津市日本語教室 ― 21 21 12名 週１回（マンツーマン形式）

市町村等 氷見市国際交流協会 1 7 8 10名程度 月２～３回（土曜日）

黒部市 民間その他 日本語教室ｉｎ黒部 ― 10 10 10名程度
月２～３回（土曜日または日曜日）

入門クラスと活動クラスに分かれて実施

南砺市 民間その他 にほんご広場なんと ― 17 17 15名
月２回（第２、第４日曜日）

入門クラスと活動クラスに分かれて実施

○富山県内の日本語学校一覧（全２校）　（Ｒ元．８現在）

教師 ボラ 計

富山市 富山国際学院 14 ― 14 33名 月～金（終日）

射水市 富山情報ビジネス専門学校 7 ― 7 66名 月～金（終日）

分類市町村

高岡市

民間その他

富山市

民間その他

富山県内における日本語教室等の状況

氷見市

市町村

法務省告示で定める
日本語教育機関

　日本語を体系的に学ぶための学校。入学者には在留資格「留学」が認められる。卒業後は、日本の専門学校や大学へ進学する人が多い。

講師数
活動状況学習者数

（随時変動あり）
団体名分類

講師数

　地域の日本語教室。主婦や労働者など、平日日中に学校へ通えない人などが通う。地域のコミュニティ形成の役割も担う。

活動状況学習者数
（随時変動あり）

団体名

   参考資料２ 



 

令和元年８月現在 

【県・とやま国際センター（TIC）で行う日本語教室への支援事業】 

 

地域の日本語教室への支援 

項目 内容 実施主体 

日本語教育

人材の育成 

○日本語ボランティア養成講座の実施 

対象：日本語学習支援に興味のある一般県民 

新たなボランティアを育成するため、日本語指導の基礎

的知識、外国人との接し方等を内容とした講座を実施。 

毎年度、１～２市で順次開催。 

週１回２時間、全５回コース。 

ＴＩＣ 

(県 1/2 補助) 

○日本語ボランティアスキルアップ勉強会の実施 

対象：現在、活躍中の日本語ボランティア 

他県で活躍する専門家等を講師とした勉強会を実施。 

ボランティアのさらなる資質向上を図るとともに、ボラ

ンティア同士の情報交換を行う。年２回実施。 

ＴＩＣ 

(県 10/10 補助) 

日本語教室

運営支援 

○日本語教室アドバイザーの派遣 

地域の日本語教室に、日本語教育の専門家をアドバイザ

ーとして派遣し、日本語教室の運営や日本語指導におけ

る課題について助言を行うもの。年間 50回程度。 

ＴＩＣ 

(県 1/2 補助) 

日本語習得

支援 

○生活オリエンテーション・初期日本語教室の開催 

対象：日本語がほとんどできない外国人住民 

県内４か所の日本語教室（射水・黒部・南砺・氷見）と

連携し、日本の文化や習慣など生活オリエンテーション

を兼ねた初期日本語教室を行うもの。 

４教室で計 84回開催。各教室、月２～３回程度。 

県 

 

外国人材を受け入れている団体等への支援 

項目 内容 実施主体 

日本語習得

支援 

○技能実習生向け日本語研修への助成 

技能実習生を受け入れている監理団体等が、技能実習生

の日本語能力をさらに向上させるために行う日本語研修

※に対して補助するもの。 

県 

※技能実習生については、技能実習生を管理する団体（監理団体）が、入国後、原則２か月 

間、日本語や日本の生活ルール等について講習を実施しなければならないこととなって 

いるが、この入国後講習とは別に実施される日本語研修を補助対象とする。 


